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2B01 日本企業における 知的財産マネジメントの 現状 

0 長谷川光一 ( 未来工 研 ) , 永田晃 也 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) , 
平田 透 ( 富山短期大 ) , 佐々木達也， 遠 m 亮子 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

1. はじめに   性 との関係について 考察を行 う 。 

知的財産権 の価値が上昇すると 共に、 企業は知 

的 財産を考慮した 経営戦略を行 う必 、 要性に迫ら 2. 謂査 方法 

れている。 近年、 特許戦略や知的財産関連組織の 2000 年 6 月～ 8 月に、 産業別に知的財産で 著名 

研究が行われている。 日本企業の特許戦略に 注目 な大企業に対し、 インタビュ一調査を 行った 1 。 得 

した研究として Granstrand(1999) 、 長谷川 他 られた知見に 基づき、 知的財産マネ 、 ジメントに関す 

(2000) が 李 げられる。 Granstrand  は日本企業に る 質問票調査を 設計した。 2001  年 2  月～ 3  月に行 

おける特許戦略をバターン 化した。 また特許出願 ったこの調査では、 主として製造業に 属する東証 一 

動機を調査し、 自社発明の保護をするための 特許 部上場企業を 対象とし、 特許戦略、 組織構造、 機能 

出願が、 産業横断的に 共通して重視されているこ の変遷など、 知的財産マネ 、 ジメントに関する 包括的 

とを指摘している ，長谷川 他 (2000) は、 各産業の な調査を行った ， 。 

知的財産権 戦略で著名な 企業にイ ン タビュ一調 

査を行った。 この結果、 各企業の特許戦略目標は、 3. 市場特性・製品特性の 概要 

他社の排除、 自社の事業の 自由度確保、 他社から 各産業の市場特性・ 製品特性に関し、 5 点尺度 

の 訴訟の抑止、 他社への権 利行使を視野に 入れた による質問を 行った ( 表 lL 。 各項目の全回答 平 

特許取得、 市場成長にあ わせた段階的な 戦略変化 均と 比した、 産業ごとの特徴は 以下の通りであ る。 

などとなっており、 企業ごとに異なった 目標が掲 食品産業では 代替的な製品が 開発しやすく 

げられていることを 指摘した。 (3.85) 、 製品ライフサイクルが 短い (3.69) 。 化学 

特許の本質的機能は、 発明の期限付き 独占権 を 産業では、 代替的技術の 発明は簡単でほないこと 

発明者に付与する 事であ る。 日本企業の特許出願 (3. Ⅱ ) 、 技術予測はさほど 難しくないこと (2.86) 、 

の毛 目的は「自社のイノベーションに 対する他社 製品ライフサイクルが 長いこと (2.27) 、 市場シェ 

の 模倣を防ぐこと」であ ると Granstrand(1999)  アが 上位に集中せず、 分散していること (3A41) 等 

が 指摘しているが、 これは特許の 本質的機能と 一 が特徴として 挙げられる。 医薬品産業では、 要素 

致する。 この一方で、 出願の目的は 単一ではなく、 技術に関する 項目 ( 技術の多さ、 相互依存度の 高 

様々な目的によって 出願が行われる。 直面する布 さ、 技術間の調整の 必、 要性 ) の平均値が低い ，ま 

場や製品特性が 変われば、 企業の重視する 特許 戦 た 、 化学産業と同様に 代替技術の発明は 難しい 

略 目標も変化すると 考えられる。 

本研究では特許戦略目標に 注目する。 質問票 調 1 インタビュ一の 対象企業は東芝、 富士通、 キヤノン、 花 

査 により、 特許戦略目標の 産業別特徴と 産業間 差は 王 特許戦略や知的財産部門の 、 トョタ 、 武田薬品工業、 エー 組織構造等。 ザイの 7 社。 調査内容 
異を概観する。 これらの差異と 市場特性・製品特 ，製造業送付 数 1,359 社、 有効回答数 178 社、 回答率 

13.1%   
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(3.11) と評価されているが、 これは物質特許が 出 

願される事に 起因する。 他に、 参入障壁が高 い 

(3.78) こと、 将来的な成長が 見込まれているこ 

と (3.33) が特徴として 挙げられる。 

表 Ⅰ 産業分野別 市場特性と製品特性 

全平均食 ぶ 。 化学医 酬 。 機械電離 器 自動車 

要素技術の多さ 3 62  3 00  3.68  2 89  4.63  3.78  3.94 

要素 陳 府の相互低圧 度り 高さ 3 60  3.62  3 36  2 89  4-19  3.75  3.76 

要素技術間の 欄整の重要 任 356  3.62  3 36  233  4.13  3.72  3. 屹 

代替 照 な 技ょ ㈹発明しやすさ 34@  3. ㏄ 3 l8  3 l@  3. ㏄ 3.44  3.53 

技術 与 側の難しさ 3 0@  2 85  2 86  278  2 69  3 ユ :5  3-18 

規格の標珪化の 度合 343  2 92  3 23  2 89  3 06  3.72  3.59 

ネソ トワーク覚部，注 2 88  254  250  222  2 87  3.58  3.35 

製品ライプ サ Ⅰクル短さ 2 69 3-69 2 27 3.]1 l 75 3.19 2-82 

参入障壁の高さ 3 15 3 00 2 68 3.78 2 94 3 03 2 94 

月来 @ な "   場 成長り大きさ 2 96  262  2 59  3. ㌍ 2 94  3.78  2 65 

企業間競争の 激しさ 4 l4 4.38 3 86 4. ㌍ 4.50 4.42 400 

市場 ノエ アの葉山 度 3 84 4.08 3.41 3 78 4 ヱ 25 3 77 4-41 

匹 スケ一九円 全 あ てはまらな 1 、 -5 合ぐその通例 に対オる 回答の正切値を 示 す   
太字 は全王均と比 」 て 大き @ 、 @. 直   

機械産業・電気機器産業，自動車産業では、 要 

素技術に関する 3 つの項目が非常に 高く、 医薬品 

産業と対照的であ る。 まだ、 代替的な技術が 発明 

されやすい点でも 医薬品産業と 対照的であ る。 こ 

の 3 つの産業のうち、 電気機器・自動車では 規格 

の標準化が比較的進んでいる。 製品ライフサイク 

ルの短さでは 機械産業の値が 低くなっている 

(1.75) 。 将来的な市場成長の 見込みは電気機器産 

業 が高い (3.78) 一方で、 機械産業および 自動車産 

業では低い値を 示している。 企業間競争は 機械産 

業と電気機器が 高い値となっている。 

4. 特許戦略目標の 概要 

各種の特許戦略目標の 重視 度 に関する質問を 

行っだ。 調査結果 ( 表 2) によれ ば 、 「自社の イ 

ノ ベーションに 対する他社の 模倣を防ぐ」が 最も 

重視されており、 全産業平均で 4.18 となってい 

る。 以下、 「他社に対する 特許侵害リスクの 回避」 

(4.10) 、 「他社による 関連技術の特許化を 防ぐ」 

(3.83) 、 「研究開発活動の 支援」 (3.64) 、 「自社 ま 

たは研究者個人の 評価を高める」 (3.39) 、 「クロス 

ライセンス契約による 優位性確保」 (3.23) 、 「ライ 

センス供与による 収入の確保」 (3.11) 、 「業界にお 

ける技術的な 標準を自社中心に 確立する」 (3.03) 

となっている。 後藤・水瓜 1996) の調査において 

も、 日本企業では 模倣の防止が 特許出願動機とし 

て重視されており、 本稿の結果と 整合的であ る。 

表 2 産業分野別 特許戦略目標の 重視 度 

全平均食品 化学医薬品 機械電気 俺器 自動車 
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他社特許の量 害 リスク t 避 4.l0 4 00 4.]3 4 00 4.]3 4.05 4.53 

加ス，ィセス の ぼ ，三性確保 3 23 3 00 3 00 3 20 3 Ⅰ 25 3.54 3-59 

ライセンス別り 確保 3 Ⅱ 2 75 2 55 3.50 3 06 2 95 3-41 

冊㌍ 者   白杜・ 9 群荻を高める 3 39 3 25 3 l3 3. ㏄ 3.53 3 32 3 25 

研究活動支援 3 包 3.75 3-70 3. ㏄ 3.69 3 43 3-88 

庄 スケール。   1 全く重視しない @5 非常に重視 十る，に肘 する目安刀玉 均直 5 千千 

入手は全正切 と 比して入さい 値   

重視されている 目標は、 どちらかと言えば 自社 

の事業の自由度を 確保するなど、 守りの性質が 強 

い 目標であ る。 一方で、 クロスライセンス 時の優 

位， 性 確保、 ライセンス契約、 標準化という 重視座 

が低い 3 つの目標は、 特許の積極的活用を 指向し 

ており、 何らかの形で 他社との交渉を 必要とする。 

戦略的特許権 行使を戦略目標として 掲げている 

企業も見受けられる 3 が、 全体的にみると、 日本 

企業は自社の 技術や市場を 守ろ う とする、 防衛 白 ・ り 

性格の強い目標を 重視している ， 
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5. 各産業の特許戦略 

5.1. 食品産業 

食品業界では、 他社の模倣防止 (4.33) と防衛特 

許の出願 (4.17) が戦略目標として 重視される一方 

で、 ライセンス料の 確保は重視されていない 

(2.75) 。 要素技術数が 少なく、 代替技術が開発さ 

れやすいため、 要素技術の獲得手段としてライセ 

ンス契約よりも 自社開発が選択される。 製品ライ 

フサイクルが 短いため、 他社から特許を 取得する 

ための交渉に 時間を費やしたとしても、 取得技術 

がすぐに陳腐化してしまい、 他社と権 利交渉を行 

う ことの利益が 少ない。 よって、 要素技術の自社 

開発を指向する 食品業界では、 2 つの戦略目標、 

つまり他社の 模倣防止および 防衛白 9 特許に よ る 

事業の自由度確保が 重視される。 

5.2. 化学産業 

化学業界の特徴的な 市場特性・製品特性は、 代 

替的な技術の 発明が難しいこと、 製品ライフサイ 

クルが長いことであ る。 化学産業で出願されるで 

あ ろう物質特許は、 迂回発明が困難であ る。 この 

ため、 比較的長い製品ライフサイクルを 生かして、 

開発成果を自ら 販売することを 指向する。 結果と 

して、 ライセンス料の 確保には消極 帥 2.55) であ 

る。 他社の模倣防止、 防衛特許の出願が 他産業と 

比較してそれほど 極端に重視されていないのは、 

物質特許が強力で 迂回発明がしにくいため、 あ え 

て意識をする 必要が無いためであ ると思われる。 

5.3. 医薬品産業 

医薬品産業は、 要素技術の数、 技術間の相互依 

存性、 要素技術間の 調整の重要性が 低い。 また、 

代替技術の発明がしにくいという 特徴を有する。 

これは、 創薬プロセス 自体は長い時間と 莫大な費 

用を要するものの、 最終的な成果物は 化学物質で 

あ り、 成果物が物質特許で 強力に保護されるだめ 

であ る。 

迂回発明のしにくさ 故に、 防衛特許の出願の 重 

視 度は相対的に 低くなっている (3.70) 。 医薬品産 

業で重要度が 高い戦略目標は、 自社技術の保護 

(4.00) と他社特許の 侵害リスク回避 (4.00n であ る。 

後者の目標は、 莫大な費用の 研究開発費が 他社の 

特許に抵触し、 開発途中で埋没するリスクを 避け 

る必要注が特に 高いために重視されている。 また、 

ライセンス料の 確保の重視 凰 3.50) が他産業と比 

して相対的に 高くなっている。 これは研究開発費 

を 回収するために、 何らかの形で 保有特許からラ 

イセンス収入を 得るなど、 より効果的な 特許活用 

を模索する必要があ ることによる 4 。 

5.4. 機械産業 

機械産業では、 医薬品産業と 対照的に、 代替技 

術が発明されやすい 性質を持っ。 製品ライフサイ 

クルが長いため、 一度取得した 特許は長 い間 その 

効果を持続する。 開発成果は市場で 長期間有効性 

を発揮するが、 同時に模倣されやすい 製品特性を 

持っているために、 戦略目標として 他社の模倣防 

止 (4.31) と防衛的特許の 出願 (4.13) の双方が重視 

される。 他に重視される 目標として、 研究者・自 

社の評価を高めること (3.53) が挙げられる。 これ 

は 、 特許を出願することで、 技術力に関する 自社 

の評判を高め、 激しい企業間競争が 行われる市場 

において競争優位を 確保する手段として 利用さ 

れているためと 考えられる。 

5.5. 電気機器産業 

特許戦略目標では、 クロスライセンス 時の優位 

  性確保が重視されている。 要素技術の数が 多いが、 

参入障壁は低く、 市場シェアが 集中していないた 

め 、 要素技術が各企業に 分散されていると 考えら 

れる。 円滑な事業展開のためには 相互の技術供与 

が必須であ るが、 要素技術数が 多いため、 契約の 

形態はクロスライセンスが 多くなる。 よって 、 ク 

4 具体的には販売拠点を 持たない海外への 販売委託、 製 

造技術のライセンス 供与などが考えられるが、 より詳細 

な調査を要する。 
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ロスライセンス 時の優 ィ立 ， 性 確保 (3.54) がライセン 

ス 料 確保 (2.95) よりも重視されている。 

防衛特許を出願して 自社技術や市場を 守る事 

は他産業と比してそれほど 重視されていない 

(3.76) が、 製品ライフサイクルが 短いために他社 

が代替技術を 開発する間に 製品が陳腐化してし 

まうことが理由として 考えられる。 

5.6. 自動車産業 

自動車業界では 他社からのライセンス 供与の 

依頼を断らないオープンポリシーが 産業の前提 

となっているという 5 。 これは必要技術を 他社か 

ら導入可能であ ることを意味するが、 逆に、 特許 

を強化すればライセンス 収入が確保できる 事を 

意味しており、 実際に戦略として 他社の模倣を 防 

ぎ (4.38) 、 ライセンス収入 (3.41) とクロスライセ 

ンス時の優位，「 虫 3.59) を確保することが、 他産業 

に比べて重視されている。 交渉 力 強化のためには 

他社の特許網に 抵触しないこと、 供与する特許の 

数，質が相手企業よりも 勝っていることも 重要な 

要件となり、 他社特許の侵害リスク 回避も同様に 

重 楓 4.17 た れている。 

6. 終わりに 

本稿では、 産業ごとの特許戦略目標の 特徴を概 

観し、 戦略目標の産業間差異を 市場特性・製品特 

性との関係から 考察した。 今後、 特許戦略の企業 

規模別の差異に 関する分析等を 行 う 予定であ る。 

謝辞 : 本研究は、 村田学術振興財団の 研究助成を 

受けて実施けだしました。 また、 調査にあ たりま 

しては多数の 企業の方々にご 協力をいただきま 

した。 ここに記してお 礼申し上げます。 
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